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基幹系統における系統混雑と供給力・調整力の確保について

2022年1月26日
広域系統整備委員会事務局

第5８回 広域系統整備委員会
資料１



2１．コネクト＆マネージから系統混雑を前提とした仕組みへの発展

◼ 広域機関では2017年にとりまとめた広域系統長期方針に基づき、再エネ大量導入に向けたコネクト＆
マネージの取り組みを推進し、2021年1月から空き容量のない基幹系統においてノンファーム型接続を
開始したところ。

◼ これと並行して、マスタープラン検討委員会では、広域連系系統の「費用便益評価による設備形成」と
「混雑を前提とした系統利用ルール」を両輪とした、新たなシステムへの移行を念頭に検討を行っている。
これは系統アクセス時の系統連系順位に基づき決定していたファーム・ノンファーム等の系統利用の扱い
を、系統運用段階で決定する仕組みに転換するものであり、この第一歩となる再給電方式が2022年
末頃に順次開始となる。

◼ 上述の系統運用段階に系統利用を決定する仕組みへの転換は、これまでのコネクト＆マネージにおける
ノンファーム型接続とは異なり、先着優先のファームの仕組みから新たなシステムへの移行を開始する措
置となる。
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3（参考）再給電におけるファーム・ノンファームの扱い

◼ 再給電方式開始以降、基幹系統にて系統混雑が発生する場合、ファーム、ノンファームに限らず※、メ
リットオーダーで混雑処理（出力制御）を行う。
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12円/kWh

G2
(ﾌｧｰﾑ) 10円/kWh

G3
(ﾉﾝﾌｧｰﾑ) ８円/kWh

再給電の仕組み
における抑制順位

①

②

③

基幹系統での
混雑発生

ただし、調整電源方式では
調整電源での抑制順位G1～G3は非FIT火力電源を想定

※ ファーム型接続したFIT電源（バイオマスおよび自然変動電源（太陽光・風力））等は出力制御を原則行われない。

＜イメージ図＞

（注）あくまでイメージであり、実際の系統はこのように単純で無いことに留意が必要



4２．ノンファーム電源の需給調整市場及び容量市場への参加

◼ ノンファーム電源については、容量市場や需給調整市場に参加できない方向で議論していたが、新たな
系統利用ルールの開始も踏まえ、他制度との整合性について確認・検討していくこととしていた。

◼ 2022年4月より全ての基幹系統でノンファーム型接続が適用※される中、2022年末の基幹系統での
系統混雑に対する再給電方式（調整電源の活用）開始により、ノンファーム型接続に対して計画値
変更を行われず、原則ファーム・ノンファームという扱いに関わらずS+3Eを踏まえながらメリットオーダーに
基づき混雑処理が実施される。

◼ このため、基幹系統の混雑見通しを踏まえた評価をもとに、それぞれの市場参加に必要なその他の要件
を満たしていることを前提に、ノンファーム型接続が適用された電源は、過去の接続案件も含め容量市
場の2022年度メインオークション（実需給2026年度）及び需給調整市場に参加できることとしたい。

◼ なお、 2027年度以降の対応については、今後の基幹系統の混雑見通しを踏まえながら、関係する委
員会において、容量市場及び需給調整市場において参加の在り方、および参加できることとした場合の
必要となる対応を検討していく。

※「総合エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力
ネットワーク小委員会（第38回）」（2021年12月24日）にて整理。ただし、円滑な移行をはかる観点から、ノンファーム型接続を適
用する対象電源は改めて整理が行われる予定（スライド13参照）。なお、2022年度末からの適用開始を予定しているローカル系統
の混雑起因のノンファーム型接続については、基幹系統の整理に引き続いて適用や抑制のあり方が検討されていく見込みであり、今後、
それらの検討状況を踏まえ別途整理を行う必要がある。



5３．混雑見通しにもとづく評価

◼ 2026年度における地内基幹系統の混雑シミュレーションを実施した結果、混雑が発生する設備は
1411箇所のうち東京エリアの2箇所（１系統）であり、年間のうち混雑が発生する時間の割合はそれ
ぞれ0.14%および2.17%であり、極めて限定的である。（スライド６）

◼ 東京エリアの供給力を確認したところ、混雑シミュレーションにおける系統混雑を踏まえたうえでも年間を
通して予備力15%以上あることから、安定供給上支障がある水準とはなっていない。（スライド７）

◼ なお、混雑系統にある供給力については、極めて厳しい需給状況となった場合、非常時に対応した地内
系統の運用を考慮して供給力として期待できる見込み。（スライド８）

◼ 以上を踏まえると、当面（2026年度程度まで）の基幹系統の混雑見通しは、東京エリアの一部系統
において混雑が発生する可能性があるものの、全系の予備力確保に与える影響は小さく、また、そのよう
な場合であっても需給ひっ迫時などの非常時における供給力活用は問題ない見込みである。

◼ 引き続き、2027年度以降の基幹系統の混雑見通しを踏まえた評価を行っていく。



6（参考）2026年度の基幹系統の混雑見込み

年間混雑率※ 箇所数
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混雑設備：2箇所（確認総数：1411）
年間混雑率※：0.14%、2.17% 最大混雑発生量：422MW
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注 : 今回の結果は供給計画における需要想定や電源想定を元とした2026年度のシ
ミュレーション結果であり、2027年度以降に連系予定の電源も含めたうえで
過酷断面を想定する接続検討の潮流想定の前提条件と異なることや、今後の
電源・需要動向によっては結果が変わることに留意が必要。

※ 年間（8760h）のうち混雑が発生する時間の割合



7（参考）2026年度の東京エリアの予備力の状況

混雑
系統

非混雑系統

＜イメージ図＞

非混雑系統のみ
予備力：１５％以上

注：冬季の予備力については、供給計画の情報とシミュレーションの結果を用いて、2026年度夏
季の需要及び供給力の情報から冬季の期待できる供給力と需要により予備力を算定している。

◼ 混雑シミュレーションにおける系統混雑を踏まえたうえで東京エリアの需給状況を確認した結果、非混雑
系統だけであっても年間を通して15%以上の予備力がある状況であり、仮に混雑系統から予備力が
まったく期待できなかったとしても、安定供給上支障がある水準とはなっていない。



8（参考）混雑系統における需給ひっ迫時などにおける供給力活用について

◼ 例えば２回線送電線においては、平常時は２回線分の設備容量は使い切らず、 1回線事故などの発
生も考慮し、緊急時用に容量を確保したうえで運用を行っている。（平常時の混雑処理は、緊急時用
に容量を確保したうえで行われる）

◼ 一方で、例えば大規模災害時における計画停電の回避といった緊急時の措置として、必要に応じ、この
緊急時用の容量も活用しながら供給力確保を行うことも考えられる。

◼ 今回の混雑系統は、平常時を前提とすれば限定的に混雑が発生する可能性が認められるものの、この
ような緊急時に対応した地内系統の運用を考慮すれば、当該混雑系統内の電源も供給力として期待
できる見込み。

※大規模災害による需給ひっ迫時には、混雑系統内でも大規模な電源の停止など発生することもあり、平常時の運用容量であっても混雑なく供給力
として期待できる場合も想定されるが、ここでは仮に混雑系統の電源が全て健全であってなお、混雑系統の供給力に期待しなければ安定供給で
きないような状況になった場合でも系統運用上活用できることを確認したもの。
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9（参考）ノンファーム電源の需給調整市場及び容量市場への参加

第50回広域系統整備委員会 資料１抜粋 2020年12月2日



10４．需給調整市場における対応

◼ 需給調整市場は、マスタープラン検討委員会での検討でも再給電方式導入に対して「上げ調整電源に
ついては、当面は、あらかじめ混雑発生を考慮した調整力の確保は行わず、現状の調整力の確保の考
え方に基づいて対応する」と整理している。

◼ これは、基幹系統の混雑が発生する時間帯と上げ調整力が期待される時間帯にはズレがあることから、
混雑が発生しても直ちに調整力が不足することはないと考えられることによるものである。

◼ このため、需給調整市場については現在の調整力確保の考え方を維持するとともに、継続的に系統混
雑の状況や再給電方式による影響について注視していくこととする。

◼ また、関係委員会においては、系統混雑が調整力の確保に影響を与える場合を想定した対応について
も並行して検討を進めることとしてはどうか。



11（参考）再給電方式の導入における需給調整市場の扱い

地内系統の混雑管理に関する勉強会 最終報告書ｰ抜粋ｰ



12５．容量市場における対応

◼ 系統混雑を前提とした容量市場での対応について、必要に応じて国の審議会における議論を踏まえつ
つ、まずは2022年度メインオークション（実需給2026年度）における具体的な扱いについて関係する
委員会・検討会において検討を行うこととしてはどうか。



13

「総合エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第38回）」資料抜粋

（参考）ノンファーム型接続の適用等のスケジュール



14

第43回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会（2020年10月31日） 資料4-1抜粋

（参考）需給調整市場について



15（参考）需給調整市場について

第43回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会（2020年10月31日） 資料4-1抜粋



16（参考）需給調整市場について

第43回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会（2020年10月31日） 資料4-1抜粋



17（参考）容量市場について

広域機関 容量市場説明会（2021年6月） 説明会資料より抜粋



18（参考）容量市場について

広域機関 容量市場説明会（2021年6月） 説明会資料より抜粋 （注：2025年度を対象とした2021年度募集のスケジュール）



19（参考）容量市場について

広域機関 容量市場説明会（2021年6月） 説明会資料より抜粋


